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第１２回府市統合本部会議（H24.5.29）で確認された事項

１.市立住吉市民病院のあり方

・統合によって小児・周産期医療の診療機能が向上し、より良

い医療が提供できることから、急性期・総合医療センターに

機能統合

・病院に併設されている助産師学院は、廃止する方向

・住吉市民病院の機能統合にかかる財政負担については、今後

府・市間で協議

２.府市の病院の経営統合

市立病院の独立行政法人化と、府立病院機構の非公務員化を

進めながら、府市病院の法人を一体化する方向で検討

あわせて国に対し必要な法改正を求める
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病院ＴＦの主な論点
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大阪府域全体で最適となるよう医療資源の有効
活用を図り、府民・市民が安心して医療が受け
られる環境をつくります

【Ｓｔｅｐ１】 住吉市民病院のあり方

【Ｓｔｅｐ２】 府立と市立の病院経営統合

【Ｓｔｅｐ３】 府域全体の医療資源の有効活用

今回の
報告内容



主な検討経過
○府市合同タスクフォース
【4月27日・5月25日】住吉市民病院の建替及び府市病院の経営統合にかかる方向性の打ち合わせ

○府市合同ワーキング・グループ
【4月 9日】 検討の今後の進め方の打ち合わせ

※上記のほか
1月18日～5月15日までの間、府市合同で資料作成などの打ち合わせを計８回実施

○外部委員によるヒアリング、視察
【1月13日】・住吉市民病院のあり方について、府全体の医療需要の観点から複数のオプションの

分析・検討が必要

・府市全体の病院のあり方の検討を行うことを確認

・当面は、府立急性期・総合医療センターとの役割分担も含めた住吉市民病院の方向

性について検討

【2月17日】 府立急性期・総合医療センター及び住吉市民病院を視察

【2月20日】 大阪市立大学医学部附属病院及び市立弘済院を視察

【3月 5日】 大阪府立病院機構本部ヒアリング

【3月 6日】 市立総合医療センターを視察

【3月16日】 府立母子保健総合医療センターを視察

○外部委員によるインタビュー（産科・小児科教授）
【3月 6日】阪大医学部【14日】阪大医学部、市大医学部、【16日】阪大医学部
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府・市病院の概要



府・市病院の概要
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○2006(H18)年4月～
地方独立行政法人へ移行

○使命
➣民間医療機関では対応が困難な医療や行政的課題

として担うべき医療分野、高度専門医療を中心に
提供

○基本理念
➣高度専門医療の提供と府域の医療水準の向上
➣患者・府民の満足度向上
➣安定的な病院経営の確立

○府立５病院（詳細 P.6）
➣急性期・総合医療センター、呼吸器・アレルギー

医療センター、精神医療センター、成人病センタ
ー、母子保健総合医療センター

○2009(H21)年4月～
地方公営企業法全部適用

○目標
➣地域の医療機関と役割を分担し、連携を図りなが
ら、公的医療機関としての役割を果たす。

○使命
➣民間医療機関では対応が困難な医療や地域で不足
する医療を中心に提供するとともに、医療を支え
る人材を育成する。

○理念
➣広く市民に信頼され、地域に貢献する公的病院を
めざす。

➣人間味あふれる暖かな医療を実践する病院をめざ
す。

➣高度な専門医療を提供し、優れた医療人を育成す
る病院をめざす。

○市立３市民病院（詳細 P.7）
➣総合医療センター、十三市民病院、住吉市民病院
➣北市民病院（2010(H22)年4月～民間へ移譲）

府立病院機構 市立市民病院



府立５病院の概要

6

病院名

区 分

急性期・総合
医療センター

呼吸器・アレルギー
医療センター

精神医療センター 成人病センター
母子保健総合
医療センター

主 な 役 割

及 び 機 能

○高度な急性期医療のセンター

機能

○他の医療機関では対応困難

な合併症医療受入機能

○高度救命救急センター

○基幹災害医療センター

○障がい者医療・リハセンター

○地域周産期母子医療ｾﾝﾀｰ

○ＮＭＣＳ参画・ＯＧＣＳ準基幹

○難病医療拠点病院

○ｴｲｽﾞ治療中核拠点病院

○大阪府がん診療拠点病院

○日本医療機能評価機構認定

病院

○地域医療支援病院

○卒後臨床研修評価機構認定

病院

○難治性の呼吸器疾患医療、結

核医療及びアレルギー性疾患

医療のセンター機能

○エイズ治療拠点病院

○難治性多剤耐性結核広域圏

拠点病院

○日本医療機能評価機構認定

病院

○大阪府がん診療拠点病院（肺

がん）

○精神医療のセンター機能

○民間病院対応困難患者の受

入機能

○第一種自閉症児施設

○医療観察法に基づく指定通院

医療機関

○医療観察法に基づく指定入院

医療機関

○特定機能病院

○難治性がん医療のセンター機

能

○都道府県がん診療連携拠点

病院

○日本医療機能評価機構認定

病院

○治験拠点医療機関

○がん専門薬剤師研修施設

◎研究所

◎がん予防情報センター

○周産期・小児医療のセンター

機能

○総合周産期母子医療センター

○日本医療機能評価機構認定

病院

○治験拠点医療機関

○ＷＨＯ指定研究協力ｾﾝﾀｰ

○大阪府がん診療拠点病院（小

児がん）

◎研究所

所 在 地 大阪市住吉区万代東 羽曳野市はびきの 枚方市宮之阪 大阪市東成区中道 和泉市室堂町

設 立
（建設初年後・計画）

1955(S30)年１月

（1987(S62)年築）

1952(S27)年１２月

（1973(S48)年築）

1926(T15)年４月

（2013(H25)年度建替整備完成）

1959(S34)年９月

（2016(H28)年度建替整備完成）

1981(S56)年４月

（1981(S56)年築）

許可病床数 ７６８ ５４５（稼働495） ５１３（稼働463） ５００ ３７５（稼働371）

内訳
一 般 ７３４ ３９５ － ５００ ３７５

結 核 － １５０（稼働100） － － －

精 神 ３４ － ５１３ － －

敷地面積 ４０，６９４㎡ ９０，７１６㎡ ９６，７７３㎡ ２３，０２０㎡ ７１，６０５㎡

建物規模
６８，７８９㎡

地上12階地下１階

４５，４９７㎡

地上12階地下１階

２４，６７８㎡

地上４階地下１階

６１，００２㎡

地上12階地下１階

４２，３７６㎡

地上５階地下１階

職員数（常勤） 1,062人 495人 365人 732人 677人

※職員数は2011(H23)年4月1日時点の常勤職員数。職員数には病院機構本部職員数は含まない。



市立３市民病院の概要
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病院名

区 分
総合医療センター 十三市民病院 住吉市民病院

主 な 役 割

及 び 機 能

○高度・専門的医療の提供

○地域がん診療連携拠点病院

○小児高度専門医療 ○救命救急センター

○精神科合併症医療

○精神保健福祉法指定病院（緊急措置入院）

○第一種・第二種感染症指定医療機関

○総合周産期母子医療センター

○NMCS基幹病院 ○OGCS基幹病院

○地域医療支援病院 ○大阪府災害拠点病院

○エイズ治療中核拠点病院

○日本医療機能評価機構認定病院

○臨床研修指定病院（基幹型）

○淀川以北における総合的医療の提供

○結核医療

○内科救急医療

○市町村災害医療センター

○臨床研修協力病院（指定型）

○日本医療機能評価機構認定病院

○南部医療圏における小児医療・周産期医療の提供

○地域周産期母子医療センター

○小児救急医療

○市町村災害医療センター

○臨床研修協力病院（指定型）

○助産師学院併設

所 在 地 大阪市都島区都島本通 大阪市淀川区野中北 大阪市住之江区東加賀屋

設 立
（建設初年度・計画）

1993（H5）年12月
（1993（H5）年築）

1949（S24）年7月
2002（H14）年築

1950(S25)年10月
（北館1958（S33）年・本館1965（S40）年）

許可病床数 １，０６３（稼働１，０２３） ２７９（稼働２４１） １９８（稼働１５７）

内訳
一 般 ９７５（稼働９４０） ２６２（稼働２２４） １９８（稼働１５７）

結 核 ３３(感染症） １７ －

精 神 ５５（稼働５０） － －

敷地面積 ２３，９２０㎡ １３，７０８㎡ １６，２３９㎡

建物規模
８９，１４８㎡

地上18階地下１階

１９，５９８㎡

地上9階地下１階

１６，５０４㎡

地上４階地下１階

職員数（常勤） 1,491人 245人 208人

※職員数は2011(H23)年4月1日時点の常勤職員数。
総合医療センター職員数に病院局総務部職員、住吉市民病院に助産師学院職員を含む。



府市病院の運営・経営状況
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外来のべ患者数
（1日あたり）

101.1万人
（4,160人）

76.3万人
（3,140人）

入院のべ患者数 80.6万人 42.6万人

総病床数
（総稼働病床数）

2,701
(2,597)

1,540
(1,421)

病床利用率 85.6% 77.7%

医業収益 533.5 345.8
運営費負担金
（一般会計繰入金）

116.1
※元金償還分除く

102.1
※投資的経費充当分除く

医業費用 595.5 379.8
うち給与費 323.3 184.9

営業外収支 3.0 71.4
資金収支 33.3 33.1

運営指標（2010(H22)年度）

府立５病院 市立３病院

財務指標（2010(H22)年度）

（億円） 府立５病院 市立３病院

※府立5病院と市立3病院では会計処理が異なる

医業収支比率 88.4% 91.0%
職員給与比率※ 54.7% 53.5%
負担金(一般会計繰入金)

比率※
17.7% 23.1%

材料費比率※ 25.9% 24.6%
経費比率※ 21.7% 24.1%
※府立5病院の数値は、便宜的に市立病院の会計処理に合わせて算出

• 府立病院機構は第１期中期計画期間中に
約６５億円の不良債務を解消。５病院すべて
において黒字を達成。

• 市立病院は改革プランの実行により、
2009（H21）年度決算において黒字化、
2010（H22）年度決算において
不良債務を解消
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【Step１】
住吉市民病院のあり方
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住吉市民病院の建替えの必要性

2015（H27）年度中の耐震化が必要とされている

老朽化と施設の構造上の制約と狭隘化により、患者
アメニティの充実が強く求められている

建替えの際には、市南部地域（※）では小児・周産期
医療が不足しており、同医療の維持・確保、充実強
化が求められている
（※ 市南部地域 ： 阿倍野区、住之江区、住吉区、東住吉区、平野区、西成区）

小児・周産期以外の診療科は、近隣に代替機能を有する医療機関がある
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市南部地域における小児・周産期医療需給状況

分娩取扱施設 ※2005(H17)年度と直近統計との比較

府全体 ：173か所→154か所へ19か所減少
市南部地域： 17か所→ 14か所へ 3か所減少(住之江区は住吉市民病院のみ)

医療施設取扱分娩件数と出生数との比率：市南部73.7%
市南部地域では、堺市69.5%に続いて比率が低い

ハイリスク分娩の対応状況
地域周産期母子医療センター（3か所※）で分娩数は3割強を占めており、ハイリスク

分娩の集中度合いは大阪市全域に比べ高い
（※住吉市民病院、急性期・総合医療センター、大阪市立大学医学部附属病院）

小児救急搬送状況
約4,000件を超える搬送が発生

医療圏内での搬送受入は1,350件と1/3にとどまり、他地域からの受入は極くわずか
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検討の内容・方向性

早急に建替が必要な住吉市民病院のあり方について、

府全体の医療需要の観点から、複数のオプションについ

て分析・検討

1.現地における建替え案

2.府立急性期・総合医療センターへの機能統合案

13



病院の位置関係
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市立住吉市民病院

府立急性期・総合医療センター

・住吉市民病院と府立急性期・総合医療センターは約２㎞しか離れていない
・ただし、このエリアは南北の公共交通手段は多いが、東西は少ない

約２㎞



住吉市民病院と府立急性期・総合医療C機能比較
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住吉市民病院（現行） 急性期・総合医療センター（現行）

病床数
１５７床

（うち産婦人科 40,小児科 36,新生児科 19）
７６８床

（うち産婦人科 36,小児科 50）

診療科 １９科 ２８科

小児・周産期医療機能

○西成、住之江区域における小児・周産期医療
を担う唯一の病院

○地域周産期母子医療センター

○大阪市南部医療圏における小児・周産期医
療機能を有する医療機関

○地域周産期母子医療センター

NICU、GCU ＮＩＣＵ：６、ＧＣＵ：０ ＮＩＣＵ：６、ＧＣＵ：６

分娩件数(うち低出生体重児) ７２６件（９０件） ４４６件（７７件）

小児二次救急(取扱件数) 火曜・金曜の週２日（５２３件） ３６５日（４５３件）

慢性重症児への医療的支援 若干（新生児人工換気数 ３２） 若干（新生児人工換気数 １５）

院内で対応できない合併
症や重症時の対応

○市立総合医療センターや市大病院等へ搬送
○高度救命救急センターを有しており、院内

で対応可能（府の最重症合併症妊産婦受入
医療機関９か所のうちの一つ）

職員数
２０８名

（うち本務医師 28,看護師等141）
１，０６２名

（うち本務医師146：別途レジデント 62,看護師等 687）

資金収支
約３億円の赤字

※小児科・産婦人科の2010年度稼働率71.7％
約１３億円の黒字

※2010年度病院全体の病床稼働率91.4%

一般会計負担 約８億円
約２５億円

（長期貸付金等元金償還分を除く）

その他 ○助産師学院を併設(修業年限1年,定員20名)

○現有敷地内に活用可能用地あり
○病院敷地に隣接した大阪市所管公園があり、

転用が可能であれば敷地拡大は可能



各プランの内容

16 用語説明 ＮＩＣＵ ：新生児特定集中治療室 ＭＦＩＣＵ：母体胎児集中治療室
ＧＣＵ ：新生児回復治療室 ＰＩＣＵ ：小児集中治療室

１ 現地における建替え案

２ 府立急性期・総合医療Ｃへの機能統合案１－①
市の基本計画による建替え案

１－②
現状患者数による建替え案

病床数 １２０床程度
（うち産婦人科35、小児科60、
新生児科25）

８０床程度
（うち産婦人科25、小児科40、
新生児科15）

計１３３床（産科62、小児科71） 他に婦人科21
65床（急性期現行：産科15、小児科50） ＋
68床（産科47、小児科（新生児科含む）21）

診療科 小児科、新生児科、産婦人科、
麻酔科、放射線科

小児科、新生児科、産婦人科、麻
酔科、放射線科

現行の産婦人科、小児科の診療機能に小児救急や合併
症など診療機能を拡充強化
（新生児科の創設、小児外科の強化）

ＮＩＣＵ、ＧＣＵ ＮＩＣＵ：９、ＧＣＵ：９ ＮＩＣＵ：６、ＧＣＵ：０ ＮＩＣＵ：９、ＧＣＵ：１２、ＭＦＩＣＵ：６、ＰＩＣＵ：８

周産期母子医
療センター

地域 地域 地域 ⇒ 総合周産期Ｃへの移行を目指す

分娩件数 １，０００件 ７５０件 約１，２５０件

うち低出生体重児 分娩件数の増に見合うニーズ
に対応 現状並み 分娩件数の増に見合うニーズに対応

小児二次救急 ３６５日 ３６５日 ３６５日

慢性重症児へ
の医療的支援

拡充 若干 拡充

職員数 １８３名 １４０名 １３７名

収支（見込） 約１千６百万円の赤字（初年度）
※病床稼働率９０％で試算

７年目からは黒字化される想定

約７千万円の赤字（初年度）
※病床稼働率９０％で試算
７年目からは4千万円の赤字に
縮小される見込み

約４千万円の黒字（初年度）
※病床利用率85％で試算 最終的な病床利用率は

病院全体の病床率である90％以上を目指す

一般会計負担 約８億円 約９億円 約３億円

整備費（概算） 約５７億円
うち建設工事費 34億円
医療機器整備費 9億円
システム 4億円
現建物解体費 7億円

約４５億円
うち建設工事費 22億円
医療機器整備費 8億円
システム 4億円
現建物解体費 7億円

約３０億円（概算）
医療機器整備費含む



各プランの効果及び整理事項（課題）
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1 現地における建替え案 ２ 府立急性期・総合医療Cへの機能統合案

効果 ○市南部地域に不足する小児・周産期医療
を確保できる

○24時間365日の小児救急対応や慢性重症
への医療的支援の実施など医療内容の充
実を図ることが可能

○市南部地域に不足する小児・周産期医療を
確保できる

○既存の医療資源を活用することにより、24時
間365日の小児救急対応等に加え、最重症・
合併症母体等の対応が強化

○診療体制の充実による医師等の勤務環境の
向上

○イニシャル・ランニングコストの抑制

整理事項
（課題）

○市立総合医療センターなどへの重症搬送
はなくならない

○統合案に比べイニシャル及びランニング
コストがかかる

○現地建替後も当面は赤字が続く想定で
ある

○住吉市民病院の近隣住民のアクセス等に対
する理解

《外来患者の地域割合》
住之江区 約60%
西 成 区 約20%
その他市南部地域 約10%

○統合時における医療スタッフの確保

○整備・運営にかかる財政負担について府市
間の協議



助産師学院について

概要

住吉市民病院に併設された1年制の助産師養成課程。定員20名
対象は看護師資格を持つ者。正常分娩介助実習10回程度が必須

約5,700万円（2010(H22)年度決算）を一般会計より負担

大阪府の助産師需給

2011(H23)年の需要に対する供給率は95%だが、2015(H27)年には
112%と供給過剰になる見通し（全国では94%→99%）
※「第七次看護職員需要見通しに関する検討会報告書」（2010(H22)年12月21日）による

府内に助産師学校が他に4校（定数75）、助産師資格を取ることが
できる大学が府大を含め5校存在し、一定数の育成は可能
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【Step２】
府立と市立の病院経営統合



府市病院統合の基本的方向

理念

府市病院の一体経営により、大阪全体の医療資源を充実
➢ 大阪府域全体で最適となるよう医療資源を有効活用

➣ 新たな大都市制度における公立病院として適切な役割を担う

➢ 非公務員型の地方独立行政法人として、効率的な運営を行う

とともに、法人経営の自立性を高める

➢ 医師、看護師などの柔軟な人材確保体制を構築し、診療機能

の強化を図る

主な課題
■ 公立病院における広域医療・地域医療のあり方の検討

■ 府市病院の統合にあたっては法改正が必要

■ 人事給与制度や情報システム等の統一

20



府市病院統合のロードマップ（イメージ）
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統合パターン比較（課題整理）
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≪大都市制度移行前に統合する場合≫ ≪大都市制度移行時（後）≫

【B案】

府立病院機構に市が追加出資し、共同
設置

○統合イメージ

○主な課題

➢既存法人に対する他の地方公共団体

からの追加出資は可能であるが、共

同設立とするためには法改正が必要

➢市の財政負担や出資財産などについ

て、市のコンセンサスを得ることが

難しい

【A案】

府市共同で新たに非公務員型地方独立
行政法人を設立

○統合イメージ

○主な課題

➢解散に伴う財産や職員の移行にかか

る法改正が必要

➢府の清算が結了しなければ、新法人

に出資することができない

【C案】

大都市制度移行時に非公務員型地方
独立行政法人を設立

○統合イメージ

○主な課題

➢大都市制度成立に伴う関連法の整

備が必要

【共通課題】
・公的病院の役割、政策医療の精査 ・運営にかかる財政負担、施設整備等の起債償還の整理
・間接部門の整理 ・人事給与制度、給与水準の統一
・医療スタッフの安定的確保 ・財務会計、人事給与等のシステムの統一
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参考資料



府立病院事業の経営状況の変遷
（単位：億円）

24

2005年度

(H17)決算

2006年度

(H18)決算

2007年度

(H19)決算

2008年度

(H20)決算

2009年度

(H21)決算

2010年度

(H22)決算

収入 ① 596.5 610.6 629.1 638.6 670.5 706.5

営業収益

うち医業収益

うち運営費負担金

556.4
430.9
124.3

548.6
434.2
113.0

574.2
453.0
118.6

589.9
473.7
113.5

619.2
505.5
110.6

649.1
533.5
112.8

営業外収益
うち運営費負担金

7.9
4.4

10.7
5.0

8.8
4.8

8.7
4.4

8.4
3.5

8.4
3.3

資本収入 32.2 50.9 46.2 40.0 43.0 49.0

支出 ② 600.7 597.6 622.8 623.1 642.0 673.2

営業費用

うち医業費用

うち給与費

うち材料費

うち経費

561.2
547.3
321.1
141.0
81.4

538.2
530.6
303.9 
131.3
91.1

568.7
561.1
318.4 
139.2
99.3

575.5
567.2
319.7 
139.3
103.7

585.5
578.4 
316.0
148.9
108.7

603.5
595.5
323.3
152.4
114.8

営業外費用 7.3 8.5 7.9 7.3 5.6 5.4

資本支出 32.1 50.9 46.2 40.3 50.8 64.3
当年度資金収支①－② ▲4.2 13.0 6.3 15.5 28.5 33.3
累積資金収支（不良債務） ▲65.7 ▲52.7 ▲46.5 ▲31.0 ▲２.5 －

不良債務約６５億円を解消



2005年度
(H17)決算

2006年度
(H18)決算

2007年度
(H19)決算

2008年度
(H20)決算

2009年度
(H21)決算

2010年度
(H22)決算

収入① 448.5 433.9 426.9 420.9 428.0 441.9
医業収益 334.1 325.5 328.7 323.3 329.5 345.8

うち一般会計繰入金 14.0 13.6 13.8 12.7 13.2 12.5
医業外収益 114.4 108.4 98.3 97.6 98.5 96.2

うち一般会計繰入金 108.2 102.6 92.7 91.0 91.6 89.6
支出② 449.4 438.4 434.2 425.6 424.9 404.5

医業費用 414.9 405.4 400.8 393.4 397.2 379.8
うち給与費 210.4 203.7 194.4 180.8 183.8 184.9
うち材料費 87.9 84.4 84.5 86.8 88.3 85.0
うち経費 78.6 79.6 83.2 90.5 90.4 83.4
うち減価償却費 38.2 38.0 39.0 36.1 34.8 26.3

医業外費用 34.6 33.0 33.4 32.2 27.7 24.8
経常損益①－② ▲ 0.9 ▲ 4.5 ▲ 7.2 ▲ 4.7 3.1 37.4
特別利益 0.0 0.0 2.8 100.0 0.0 2.9
特別損失 0.0 38.1 0.0 0.0 21.6 0.0
純損益 ▲ 0.9 ▲ 42.6 ▲ 4.5 95.3 ▲ 18.5 40.3
資本収支 ▲ 33.8 ▲ 7.6 ▲ 29.9 ▲ 36.6 ▲ 33.0 ▲ 33.5
単年度資金過△不足 3.5 ▲ 12.2 4.6 94.7 4.5 33.1
資金過△不足 ▲ 115.8 ▲ 128.0 ▲ 123.4 ▲ 28.7 ▲ 24.1 9.0

市民病院事業の経営状況の変遷
（単位：億円）
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一般会計から
の財政措置

黒字化

不良債務
解消



医療施設取扱
分娩件数と
出生数との比率

大阪府全体：94.1%

114.0%

112.6%

69.5%

85.8%73.7%

87.9%

108.6%

101.3%

87.4%

92.4%
106.1%

市北部

市東部
市西部

市南部

大阪市南部医療圏において、医療
施設取扱分娩件数と出生数との比
率は７割強であり、隣接する市西
部、堺、中河内の各医療圏におい
ても７割～９割弱となっている。

...100%以上

...100%未満
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小児救急搬送状況
（2010(H22)年）
大阪市南部医療圏においては、約4,000件を
超える搬送が発生しているが、医療圏内で
の搬送受入は、1,350件と1/3にとどまる。
一方、他地域からの受入れは極くわずかで
搬送発生件数は32.6％も占めるが、搬送受
入件数はわずか13.6％にすぎない

搬送先

発生場所

2,485        1,946 249 137 12 141

19.9% 78.3% 10.0% 5.5% 0.5% 5.7%
2,616        794 1,234 288 235 65

21.0% 30.4% 47.2% 11.0% 9.0% 2.5%
3,306        1,366 344 1,368 99 129

26.5% 41.3% 10.4% 41.4% 3.0% 3.9%
4,076        566 753 758 1,350 649

32.6% 13.9% 18.5% 18.6% 33.1% 15.9%
1                0 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
12,484      4,672    2,580    2,551    1,696    985       

37.4% 20.7% 20.4% 13.6% 7.9%

大阪市西部

割合

大阪市東部

割合

割合

大阪市南部

割合

市外

計

大阪市
南部

市外

大阪市北部

割合

総計
大阪市
北部

大阪市
西部

大阪市
東部
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急性期・総合医療Ｃ地域別患者数（ 2010(H22) 年度）

小児科【入院】 産婦人科【入院】

小児科【外来】 産婦人科【外来】

小児科、産婦人科の患者の地域分布をみると、大阪市南部医療圏で3/4以上を占めており、特に東側に
ある３つの区（住吉、阿倍野、東住吉）からの患者が半数以上を占める。
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住吉市民病院地域別患者数（2010(H22)年度）

小児科【入院】 産婦人科【入院】

小児科【外来】 産婦人科【外来】

現状の診療圏は、住之江区・西成区・住吉区の3区で3/4以上を占め、周辺地域にも広がっている。

29

（延べ患者数17,425人）



各診療科の状況

30

産婦人科
住吉市民
病院

急性期・総合
医療センター

産婦人科医師 ６．２ １１．９

産婦人科病床 ４０ ３６

MFICU
(母体胎児集中治療
室）

０ ３
※診療報酬未算定

分娩数 ７２６ ４４６

帝王切開 １３６ ６５

うち緊急 ６１ ３３

多胎分娩 ６ １４

OGCS
（産婦人科診療相互
援助システム）

参画 準基幹

緊急母体搬送 １５ ６８

最重症妊産婦 ０ １５

未受診妊産婦 １６ １９

住吉市民病院：2011（H23)年度 急性期・総合医療センター：2011（H23)年

新生児科
住吉市民
病院

急性期・総合
医療センター

新生児専任医
師

４ ０

新生児兼任医
師

４ ７

NICU
（新生児特定集中治
療室）

６ ６
※2009年7月開設

GCU
（新生児回復室）

０ ６

入院患者
（NICU及びGCU）

１０３ １３１

呼吸器必要患
者 ３２ １５

院外出生 ６１ ４７

NMCS
（新生児相互援助シ
ステム）

参画 参画

小児科
住吉市民
病院

急性期・総合
医療センター

医師数 ７．４ １１．４

病床数 ３６ ３８

入院患者（実数） ２，２３５ ２，０８０

外来患者（延べ） １８，３８６ １２，３７９

救急体制
２次

火・金
２次・３次
通年

休日夜間診療
所から後送

１３１ １６４

救急搬送 ５２３ ４５３


